
（参考）

１．実 施 日 平成１９年５月２７日（日）（統一日）

２．実施主体 市町村、都道府県、国土交通省

３．実施内容 情報伝達訓練、避難訓練、直轄砂防関係事務所と連携した訓練、自

衛隊・消防等と連携した孤立化集落からの住民救出訓練 等

４．訓練参加状況（予定）

平成１９年 ３３都道府県５１５市町村 １６，１２１人（統一日）

１４都道府県２４４市町村 ５，６９７人（別日程）

平成１８年 ３４都道府県２６７市町村 ７，２１６人（統一日）

１３都道府県 ５７市町村 １，７２２人（別日程）

５．参加機関

①対象地区の地域住民、自主防災組織等

②市町村、消防署、警察署、消防団、自衛隊、気象台等

③都道府県本庁、土木事務所等

④国土交通本省、地方整備局、事務所等




